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平成16年7月22日 

 

平成17年 3月期 第 1四半期業績状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．業績 
（１）平成17年3月期第1四半期の業績（平成16年4月1日～平成16年6月30日） 
   ①経営成績 

 平成16年3月期 

第1四半期 

（前四半期） 

平成17年3月期 

第1四半期 

（当四半期） 

対前年 

増減率 
前期（通期） 

営 業 収 益 百万円

1,169 

百万円 

2,851  

％

143.8 

百万円

6,569 

純 営 業 収 益 998 2,434  143.7 5,652 

営 業 利 益 389 1,389  256.9 2,735 

経 常 利 益 384 1,366  255.4 2,578 

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 345 1,303  277.2 3,037 

1 株当たり四半期（当期）純利益 3,693円95銭 13,932円91銭  277.2 32,459円00銭 

潜在株式調整後 1 株当たり四半期（当期）純利益 － －  － － 

 
   ②財政状態 

 平成16年3月期 

第1四半期 

（前四半期） 

平成17年3月期 

第1四半期 

（当四半期） 

対前年 

増減率 
前期（通期） 

総 資 産 百万円

60,411 

百万円 

149,068  

％

146.8 

百万円

125,684 

株 主 資 本 3,210 7,322  128.1 5,902 

株 主 資 本 比 率 5.3 4.9  － 4.7 

1 株 当 た り 株 主 資 本 34,303円48銭 78,244円66銭  － 63,068円53銭 

自 己 資 本 規 制 比 率 260.2% 295.1％  － 277.8％ 

 
   ③キャッシュ･フローの状況 

 平成16年3月期 

第1四半期 

（前四半期） 

平成17年3月期 

第1四半期 

（当四半期） 

前期（通期） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円

150 

百万円

3,139 

百万円

1,711 

投資活動によるキャッシュ･フロー △   40 △  101 △  191 

財務活動によるキャッシュ･フロー － － － 

現金及び現金同等物四半期末（期末）残高 3,413 7,861 4,824 
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 （２） 受入手数料の内訳 
      平成16年3月期第1四半期（前四半期） 

                            （単位：百万円） 
区     分 株券 債券 受益証券 その他 計 

委 託 手 数 料 904 － －  14 918 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 － － －  － － 

募集・売出しの取扱手数料 0 － 2  0 2 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 13 － 9  1 24 

計 918 － 11  15 946 

 
      平成17年3月期第1四半期（当四半期） 

                                        （単位：百万円） 
区     分 株券 債券 受益証券 その他 計 

委 託 手 数 料 2,209 － －  19 2,228 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 － － －  － － 

募集・売出しの取扱手数料 1 － 10  － 11 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 31 － 14  6 51 

計 2,241 － 24  25 2,291 

 
      前期（通期） 

                                        （単位：百万円） 
区     分 株券 債券 受益証券 その他 計 

委 託 手 数 料 5,107 － －  78 5,185 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 － － －  － － 

募集・売出しの取扱手数料 3 － 24  0 28 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 62 － 46  17 126 

計 5,173 － 70  96 5,340 

 
 

２．業績の概況（平成16年4月1日～平成16年6月30日） 

 
 当四半期の国内株式市場は、日経平均株価が4月に2001年8月以来の12,000円台を回復した後、相次ぐ景気回復指標の発表と、世界

的な利上げ懸念など、好悪材料があいまみえ、10,500円から12,000円をレンジとする一進一退の動きとなり、日経平均は11,858円で

当四半期を終えました。一方、取引高は高水準で推移し、東証第一部の1日あたりの売買代金・売買高の「1兆円・10億株超」の連続

日数は過去最高を記録しました。 

 このような市場環境のもと、オンラインを通じた個人投資家の売買も高水準で推移し、当社の4月における1日当たりの株式約定

件数は前期に比べ3倍を超える水準に達しました。 

 
当社の当四半期における主な取り組みは以下の通りであります。 

  ・現物株式新手数料体系の一部変更（4月） 

  ・株価指数オプション取引の手数料を業界最低水準に値下げ（5月） 

  ・「ISMS適合性評価制度（Ver2.0）」と「BS7799-2:2002」の認証を取得（5月） 

  ・経済産業省指針に準拠した「知的財産報告書」を公表（6月） 

  ・商法特例法上の「委員会等設置会社」へ移行（6月） 

 

 以上のように事業推進に努めた結果、当四半期末口座数は163,841口座（平成16年3月末は140,292口座）、預り資産は4,568億

円（平成16年3月末は3,978億円）となり、順調に増加しております。 

 

（受入手数料） 

[株式] 

 当四半期の株式約定件数は前期水準を大幅に上回る水準となり、4月の1日平均約定件数は31,657件（平成15年4月は9,703件）

に達しました。 

 信用取引についても順調に推移し、当社の株式取引全体に占める信用取引の割合は当四半期において約定件数で43％、約定金額で

62％を占めております。以上の結果、当四半期の株式委託手数料は、2,103百万円（前年同期比1,209百万円増）となりました。 

 また、多様な投資手段を提供するために、平成15年4月より株価指数オプション取引を、平成16年1月より株価指数先物取引の

取扱いを開始いたしました。株価指数オプション取引、株価指数先物取引とも順調な伸びを示しており、当四半期の委託手数料はそ

れぞれ42百万円（前年同期比31百万円増）、63百万円となりました。 
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 新規公開株式の販売委託では、当期にＵＦＪつばさ証券主幹事の4銘柄の取扱いを行い、販売手数料1百万円（前年同期比0百万

円増）を計上いたしました。 

 

[投資信託] 

 当四半期の投資信託の販売は株式市場の活況に伴い順調に推移し、販売手数料は、10百万円（前年同期比7百万円増）となってお

ります。 

 

[その他] 

 当社では、従来より少額投資から対応できるカバードワラントを提供しており、商品ラインナップの強化を図っております。この

結果、当四半期の委託手数料は、19百万円（前年同期比5百万円増）となりました。 

  

（金融収支） 

 当四半期におきましても信用取引の建玉残高は順調に増加しており、6月末の建玉残高は841 億円（前年同期比525 億円増）に達

しました。これに伴い金融収益は574 百万円（前年同期比350 百万円増）、金融費用は416 百万円（前年同期比245 百万円増）とな

り、差引金融収支は157百万円（前年同期比104百万円増）となっております。 

 

（販売費・一般管理費） 

 当四半期におきましては引き続き経営の効率化に注力し経営基盤の強化を図ってまいりました。この結果、売買高の大幅な伸びに

もかかわらず経費の伸びを抑制することが出来ました。当四半期の取引関係費は 532 百万円（前年同期比 267 百万円増）、人件費は

162百万円（前年同期比80百万円増）、不動産関係費170百万円（前年同期比33百万円増）、事務費97百万円（前年同期比32百万

円増）となり、販売費・一般管理費の合計では1,044百万円（前年同期比435百万円増）となっております。 

 

 以上の結果、当四半期の業績は営業収益 2,851 百万円（前年同期比 1,681 百万円増）、営業利益 1,389 百万円（前年同期比 1,000

百万円増）、経常利益1,366百万円（前年同期比981百万円増）、当期純利益1,303百万円（前年同期比958百万円増）という結果と

なりました。 
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３．四半期財務諸表 
   
 （１）四半期貸借対照表 

（単位：千円） 
前 四 半 期 末 

（平成15年6月30日現在） 

当 四 半 期 末 

（平成16年6月30日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年3月31日現在） 

期  別 
 
科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資産の部） 
Ⅰ流動資産 
１．現金・預金 
２．預託金 
３．トレーディング商品 
（１）商品有価証券等 
４．信用取引資産 
（１）信用取引貸付金 
（２）信用取引借証券担保金 
５．立替金 
６．募集等払込金 
７．短期差入保証金 
８．前払費用 

９．未収収益 

10．繰延税金資産 

11．その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3,413,584

22,500,000

102

102

31,603,050

24,622,709

6,980,341

36,037

13,817

1,410,470

69,245

231,124

－

2,152

 

 

7,861,687 

51,706,752 

－ 

－ 

80,748,094 

75,422,178 

5,325,915 

149,333 

80,569 

5,624,220 

170,899 

514,493 

803,000 

6,296 

4,824,454

45,306,752

－

－

69,963,826

60,705,392

9,258,433

87,693

107,731

2,706,960

132,578

431,668

803,000

236,735

 流動資産合計  59,279,583 98.1 147,665,346 99.1 124,601,400 99.1

Ⅱ固定資産 
１．有形固定資産 
２．無形固定資産 
３．投資その他の資産 
（１）投資有価証券 
（２）長期差入保証金 
（３）その他の投資等 
（４）貸倒引当金 

 
 
 
 
 
 
 
 

5,988

644,815

481,262

398,836

79,623

2,803

－

 

13,210 

621,072 

768,756 

595,010 

168,159 

25,261 

△ 19,674 

9,060

589,454

484,727

398,836

80,623

24,942

△ 19,674

 固定資産合計   1,132,066 1.9 1,403,039 0.9 1,083,243 0.9

 資産合計  60,411,650 100.0 149,068,386 100.0 125,684,643 100.0
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（単位：千円） 
前 四 半 期 末 

（平成15年6月30日現在） 

当 四 半 期 末 

（平成16年6月30日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年3月31日現在） 

期  別 
 
科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（負債の部） 
Ⅰ流動負債 
１．トレーディング商品 
（１）商品有価証券等 
２．信用取引負債 
（１）信用取引借入金 
（２）信用取引貸証券受入金 
３．預り金 
４．受入保証金 
５．1年以内返済予定の長期借入金 
６．未払金 
７．未払費用 
８．未払法人税等 

９．繰延税金負債 

10. 賞与引当金 

11．その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－

－

31,603,050

24,622,709

6,980,341

5,207,152

18,966,369

－

51,408

204,376

302

－

－

4,180

 

 

－ 

－ 

80,238,232 

71,544,017 

8,694,215 

15,201,299 

44,283,028 

1,000,000 

137,610 

379,562 

950 

79,823 

31,945 

27,098 

1,630

1,630

69,963,826

60,705,392

9,258,433

11,379,096

36,566,111

1,000,000

139,361

423,915

3,800

－

－

－

 流動負債合計  56,036,838 92.7 141,379,550 94.8 119,477,741 95.1

Ⅱ固定負債 
１．長期借入金 

 
 1,000,000

 

－ －

 固定負債合計   1,000,000 1.7 － － － －

Ⅲ特別法上の準備金 
１．証券取引責任準備金 

 
 164,402

 

366,040 304,417 0.2

 特別法上の準備金合計  164,402 0.3 366,040 0.3 304,417

 負債合計  57,201,241 94.7 141,745,591 95.1 119,782,158 95.3

（資本の部） 
Ⅰ資本金 
Ⅱ資本剰余金 
１．資本準備金 

 
 
 
 

2,542,400

4,480,608

4.2

 

2,542,400 

 

3,360,159 

1.7 2,542,400

4,480,608

2.0

 資本剰余金合計  4,480,608 7.4 3,360,159 2.2 4,480,608 3.6

Ⅲ利益剰余金 
１．四半期未処分利益又は四半期

（当期）未処理損失（△） 

 

△ 3,812,524

 

1,303,959 △ 1,120,448

 利益剰余金合計 
Ⅳその他有価証券評価差額金 
Ⅴ自己株式 

 
 
 

△ 3,812,524

－

△     75

△6.3

△0.0

1,303,959 

116,350 

△     75 

0.9

0.1

△0.0

△ 1,120,448

－

△     75

△0.9

－

△0.0

 資本合計  3,210,408 5.3 7,322,794 4.9 5,902,484 4.7

 負債・資本合計  60,411,650 100.0 149,068,386 100.0 125,684,643 100.0
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（２）四半期損益計算書 
（単位：千円） 

前 四 半 期 会計 期 間 

（自 平成15年 4 月 1 日） 

（至 平成15年 6 月30日） 

当 四 半 期 会計 期 間 

（自 平成16年 4 月 1 日） 

（至 平成16年 6 月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 

（自 平成15年4月 1 日） 

（至 平成16年3月31日） 

期  別 
 
科  目 

金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比

Ⅰ営業収益 
１．受入手数料 

 
 946,211

 

2,291,951 5,340,509

（１）委託手数料 
（２）募集・売出しの取扱手数料 
（３）その他の受入手数料 
２．トレーディング損益 
３．金融収益 
４．その他の営業収益 

 
 
 
 
 
 

918,940

2,513

24,757

△    567

223,270

809

2,228,956 

11,165 

51,829 

△   15,398 

574,152 

648 

5,185,975

28,232

126,300

△   40,301

1,264,002

4,829

営業収益計 
１．金融費用 

 
 

  1,169,724

170,758

100.0 2,851,352 

416,704 

100.0 6,569,039

916,517

100.0

純営業収益 
Ⅱ営業費用 
１．販売費・一般管理費 
（１）取引関係費 
（２）人件費 
（３）不動産関係費 
（４）事務費 
（５）減価償却費 
（６）租税公課 
（７）その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

998,966

609,506

264,483

82,257

137,335

65,148

51,184

5,323

3,773

85.4

52.1

2,434,648 

 

1,044,677 

532,070 

162,642 

170,527 

97,739 

65,291 

9,639 

6,767 

85.4

36.6

5,652,521

2,916,683

1,362,622

424,283

584,093

259,204

218,645

25,599

42,236

86.0

44.4

営業利益 
Ⅲ営業外収益 

 
 

389,459

280

33.3

0.0

1,389,971 

9,492 

48.7

0.3

2,735,838

14,371

41.6

0.2

Ⅳ営業外費用  5,185 0.4 32,930 1.2 172,067 2.6

経常利益 
Ⅴ特別利益 
１．貸倒引当金戻入 

 
 
 

384,554

1,729

1,729

32.9

0.1

1,366,533 

－ 

－ 

47.9

－

2,578,142

1,729

1,729

39.2

0.0

Ⅵ特別損失 
１．証券取引責任準備金繰入 
２．固定資産除却損 
３．システム関連契約解約損 

 
 
 
 

40,269

40,269

－

－

3.4 61,623 

61,623 

－ 

－ 

2.2 341,284

180,284

35,000

126,000

5.2

税引前四半期（当期）純利益  346,013 29.6 1,304,909 45.8 2,238,586 34.1

法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 

 
 

302

－

0.0

－

950 

－ 

0.0

－

3,800

△  803,000

0.1

12.2

四半期（当期）純利益  345,711 29.6 1,303,959 45.7 3,037,786 46.2

前期繰越損失  4,158,235 － 4,158,235

四半期未処分利益又は四半期

（当期）未処理損失（△） 
 

△ 3,812,524 1,303,959 △ 1,120,448
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 
                                                      （単位：千円） 

科   目 
前 四 半 期 会 計 期 間 

（自 平成15年 4 月01日）

（至 平成15年 6 月30日）

当 四 半 期 会 計 期 間 

（自 平成16年 4 月01日）

（至 平成16年 6 月30日）

前 事 業 年 度 の 要 約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成15年4月01日）

（至 平成16年3月31日）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 

１．税引前四半期（当期）純利益 346,013 1,304,909 2,238,586

２．減価償却費 

３．貸倒引当金の増減額 

４．証券取引責任準備金の増減額 

５．賞与引当金の増減額 

６．受取利息及び受取配当金 

７．支払利息 

８．固定資産除却損 

９．預託金の減少額 

10．顧客分別金信託の増減額 

11．信用取引資産・負債の純増減額 

12．募集等払込金の増減額 

13．前払費用の増減額 

14．未収収益の増減額 

15．短期差入保証金の増減額 

16．受入保証金の増減額 

17．立替金の増減額 

18．預り金の増減額 

19．未払費用の増減額 

20．未払金の増減額 

21．その他 

51,184

△   1,729

40,269

－

△  223,270

170,758

－

－

△ 6,200,000

－

△   4,416

△   53,345

△   41,294

△  710,470

5,346,766

△   20,442

1,402,669

12,647

△   43,047

18,086

65,291

－

61,623

31,945

△  574,152

416,704

－

－

△ 6,400,000

△   509,861

27,161

△   38,321

10,111

△ 2,917,260

7,716,917

△   61,639

3,822,203

△   68,782

△   1,751

168,859

218,645

17,945

180,284

－

△  1,264,002

916,517

35,000

△    6,752

△  29,000,000

－

△    98,330

△   116,678

△   169,666

△  2,006,960

22,946,508

△    72,098

7,574,613

198,624

44,906

△   241,528

小計 90,378 3,053,959 1,395,616

 22．利息及び配当金の受取額 

 23．利息の支払額 

 24．法人税等の支払額 

240,557

△  179,683

△   1,210

481,215

△  392,274

△   3,800

1,209,116

△   891,880

△    1,210

営業活動によるキャッシュ・フロー 150,042 3,139,099 1,711,642

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 

 １．有形固定資産の取得による支出  

 ２．有形固定資産の売却による収入 

 ３．無形固定資産の取得による支出 

 ４．無形固定資産の売却による収入 

 ５．その他  

－

－

△   40,879

－

－

△   4,670

－

△   96,196

－

△   1,000

△    5,415

984

△    186,397

219

△    1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △   40,879 △  101,866 △   191,609

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 － － －

財務活動によるキャッシュ・フロー － － －

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額 109,162 3,037,233 1,520,032

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 3,304,421 4,824,454 3,304,421

Ⅵ現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 3,413,584 7,861,687 4,824,454
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前四半期会計期間 

（自 平成15年 4 月 1 日） 

（至 平成15年 6 月30日） 

当 四 半期会 計期間 

（自 平成16年 4 月 1 日） 

（至 平成16年 6 月30日） 

前 事 業 年 度 

（自 平成15年4月 1 日） 

（至 平成16年3月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 当社の行うトレーディング業務は、委託

取引の円滑な執行を目的としておりま

す。トレーディング業務において取扱

う主要な商品は、株式、投資信託受益

証券、カバードワラント、株式に係る

オプション取引であります。 

 

（１）トレーディング商品に属する有価証

券（売買目的有価証券）等 

  時価法を採用しております。 

（２）トレーディング商品に属さない有価

証券（その他有価証券）等 

  （時価のないもの） 

  移動平均法に基づく原価法を採用して

おります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 当社の行うトレーディング業務は、委託

取引の円滑な執行を目的としておりま

す。トレーディング業務において取扱

う主要な商品は、株式、投資信託受益

証券、カバードワラント、株式に係る

先物取引及びオプション取引でありま

す。 

（１）トレーディング商品に属する有価証

券（売買目的有価証券）等 

 同左 

（２）トレーディング商品に属さない有価

証券（その他有価証券）等 

  （時価のあるもの） 

  決算日の市場価格に基づく時価をもっ

て貸借対照表価額とし、取得原価との

評価差額を全部資本直入する方法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。 

  （時価のないもの） 

  移動平均法に基づく原価法を採用して

おります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 同左 

 

 

 

 

 

 

（１）トレーディング商品に属する有価証

券（売買目的有価証券）等 

 同左 

（２）トレーディング商品に属さない有価

証券（その他有価証券）等 

  （時価のないもの） 

  移動平均法に基づく原価法を採用して

おります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

建物及び器具・備品については定率法

によっております。 

（２）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（5 年）に基づ

く定額法によっております。 

（３）投資その他の資産 

  長期前払費用については定額法によっ

ております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

同左 

 

（２）無形固定資産 

同左 

 

 

 

（３）投資その他の資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

同左 

 

（２）無形固定資産 

同左 

 

 

 

（３）投資その他の資産 

同左 

３. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

（２）――――――― 

３. 引当金の計上基準 

（１）同左 

 

 

 

 

 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、賞

与支給見込額の当四半期会計期間負担

額を計上しております。 

３.引当金の計上基準 

（１）同左 

 

 

 

 

 

（２）――――――― 

４．特別法上の準備金の計上基準 

 証券取引責任準備金は、証券事故による

損失に備えるため、証券取引法第51条の

規定に基づき「証券会社に関する内閣府

令」第35条に定めるところにより算出し

た額を計上しております。 

４．特別法上の準備金の計上基準 

 同左 

４．特別法上の準備金の計上基準 

 同左 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６. 四半期キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 四半期キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金及び当座預金・普通預金等の随時引

出可能な預金からなっております。 

６. 四半期キャッシュ・フロー計算書にお

同左 

６. キャッシュ・フロー計算書における資

金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金及

び当座預金・普通預金等の随時引出可能

な預金からなっております。 

７．消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

７．消費税等の会計処理方法 

同左 

７．消費税等の会計処理方法 

同左 

 


